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研究報告
音楽振興法からみる高等学校芸術科「音楽Ⅰ」の実際
―生涯学習社会における音楽の授業のあり方を探る―
玉木 裕
北翔大学北方圏学術情報センター年報 Vol．４ ２０１２
Ⅰ．問題の所在，及び研究の目的
現代社会では，生涯学習ということばは当たり前のよ
うに用いられ，教育界においても日常的に使用される汎
用性の高いことばになっている。しかし，そのことばの
持つ意味，範囲，理念となれば，実はそれほど共有され
たものとはなっていない。
広辞苑（第六版）では，生涯学習とは次のような意味
であると説明する。
「自己啓発，生活の充実，職業的知識・技能の向上な
どのために生涯を通じて学習すること，およびそのため
の活動１）。」
この文脈から推測すると，この場合の生涯学習の範囲
は学校教育を含めず，学校を卒業した後の，いわゆる社
会教育に関する内容としての説明だと解釈することがで
きる。つまり広辞苑では，学校教育を生涯学習のなかに
位置づけてはいない。
次に，２００６年にそれまでの教育基本法を改正した，新
しい教育基本法で新設規定された生涯学習の表記を見
る。
第３条（生涯学習の理念）には，以下のようにある。
「国民一人一人が，自己の人格を磨き，豊かな人生を
送ることができるよう，その生涯にわたって，あらゆる
機会に，あらゆる場所において学習することができ，そ
の成果を適切に生かすことのできる社会の実現が図られ
なければならない２）。」
永井はこの条文について，「生涯学習それ自体の定義
づけ・意味づけが十分に示されないまま，生涯学習の振
興のための基本的な社会条件が提示される形となってい
る３）」という。このように，教育の憲法ともいうべき教
育基本法においても，重要なキーワードになる「生涯学
習」ということばの理念を示す条項と銘打っておきなが
ら，その内容記述は不十分なものとなっている。
もっとも，臨時教育審議会や中央教育審議会では，過
去の答申において，学校教育や社会教育も含んで生涯学
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日本における中学校，高等学校の多くに，吹奏楽部や合唱部に代表されるような音楽系部活
動が存在する。そこには，授業以外で音楽を愛好し活動する場を求める生徒が多数在籍する。
そしてその活動は，社会人になっても継続して行われる場合が少なくない。
一方，学校教育では教科としての音楽の授業が存在し，小・中学校では音楽科として全員
が，高等学校では芸術科音楽として選択者が履修し，音楽に関する様々なことがらを学び，音
楽的活動を行う。しかし，音楽の授業が，その後も継続した音楽の学びや活動を生み出したと
いう話を聞くことは，残念ながら少ない。
音楽振興法注１）にもあるように，音楽文化は，明るく豊かな国民生活の形成に必要なものと
して，また国際相互理解及び国際文化交流の促進に大きく資するものとして，生涯学習社会で
は大切な存在である。
本研究は，特に教科として行われている音楽の授業に着目し，実際に行われている活動内容
を生涯学習の視点で考察し，部活動のみならず音楽の授業での学びや活動が，卒業後も継続し
た音楽活動に結びつくものになるような方略を探り，ひいては生涯学習社会における音楽の授
業のあり方を考える。
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習の範疇になると述べている。特に，１９９０年に示された
『生涯学習の基盤整備について』では，生涯学習におけ
る学校の役割として，次の二つをあげている。
「第一は，人々の生涯学習の基礎を培うことである。
このことはとりわけ小学校，中学校や幼稚園の段階で重
要である。（中略）第二は，地域の人々に対して様々な
学習機会を提供することである。このことはとりわけ大
学・短期大学，高等専門学校，高等学校や専修学校に対
して要請されている４）。」
このうち第一の内容は，年号が平成に替わってからの
三度の学習指導要領改訂のなかで，自ら学ぶ意欲と態度
を養うことを重要視しているように，教育課程のなかで
の授業のあり方を問うていることにつながる。
さて，筆者は現場の教員であるので，現場の感覚で生
涯学習を取り巻くイメージを考えてみたい。私たちは公
教育に携わるものとして，教育課程の基準としての学習
指導要領の改訂により，教育内容や評価方法に変化が生
じればその意向に沿って授業を構成し対応をする。しか
し，こと生涯学習に関していうと，自分たちの行ってい
る教育活動が，生涯学習の基礎を培っているという認識
で考え行動しているかといえば，少々疑問の生じるとこ
ろがある。
梨本がいうように，「義務教育をはじめとする学校教
育は学習者の自発的意志とは直接関係なく提供されるた
め，生涯学習とのかかわりが見えにくくなる５）。」ので
あるから，一概に現場の教員を非難することはできな
い。
ただ，筆者の所属する校種の高等学校においては，知
識の注入と称される講義形式の授業形態が未だに中心で
ある。そのような実態のなかで，生涯をとおして自発
的，自律的に学習に取り組むことができる基盤を形成す
るには，授業のあり方，方法にどのような創造や工夫が
必要とされるのであろうか。この視点に立って，現場の
多くの教職員が教育活動に臨むとき，学校教育が真の意
味で，生涯学習の礎を形成することとなるであろう。
これらのことを踏まえて，本研究は，特に筆者の担当
である教科教育としての音楽の授業に着目し，実際に行
われている内容を生涯学習の視点で考察し，部活動のみ
ならず音楽の授業での活動が，卒業後も継続した音楽活
動に結びつくものになるような方略を探り，ひいては生
涯学習社会における音楽の授業のあり方を考えるもので
ある。
Ⅱ．生涯学習における学校教育の役割
既に述べたように，定義が曖昧な生涯学習なることば
は，広義か狭義か，さらには時代によっても様々なとら
え方が垣間見える。また，教育学の事典においても，
「ファジー概念としてとらえる必要がある注２）」と表現
されたり，生涯学習振興法が制定される過程において
も，「生涯学習の概念は，国民一人一人が規定すればよ
いのであって，国が規定するべきものではない」という
趣旨の答弁もあったりしたほどである注３）。しかし，い
くつかの答申を組み合わせると，日本における生涯学習
のとらえ方の本質に迫ることができる。
そのうちの一つは，臨時教育審議会の第４次答申（最
終答申）である。
この答申には，「これからの学習は，学校教育の基盤
の上に各人の責任において自由に選択し，生涯を通じて
行われるべきものである注４）。」という記述がある。すな
わち，学校教育は生涯学習の一部であり，その基礎を培
うところであると明記しているのである。
もう一つは，中央教育審議会答申において，今後生涯
学習を推進するにあたっての留意点として記されてお
り，そのなかで以下の三点をあげている。
①生涯学習は，生活の向上，職業上の能力の向上や，
自己の充実を目指し，各人が自発的意志に基づいて
行うことを基本とするものであること。
②生涯学習は，必要に応じ，可能なかぎり自己に適し
た手段及び方法を自ら選びながら生涯を通じて行う
ものであること。
③生涯学習は，学校や社会の中で意図的，組織的な学
習活動として行われるだけでなく，人々のスポーツ
活動，文化活動，趣味，レクリエーション活動，ボ
ランティア活動などの中でも行われるものであるこ
と６）。
確かに，学校教育は「教育」ということばが添えられ
ることからして，教育内容についてきちんとした意図を
持って，子どもたちにいわば教え込むイメージがあるこ
とは避けられない。そのような点においては，学習内容
の自由化や，学習したいときに学習するという生涯学習
の性質から遠いところにあるだろう。しかし一方では，
近年の様々な改革により，新しい学力観，生きる力，自
己教育力などをキーワードとして，度重なる学習指導要
領の改訂を経て，生涯学習の基礎づくりのポジションと
して揺るぎない地位を確立しつつあるということもいえ
るのである。
以上のようなことを確認した上で，さらに検討を重ね
たい。
浅井は，生涯学習と学校教育との関係を，次の四つの
観点から捉えられるという。
 学校教育の中で行われる児童生徒，学生の学習は
生涯学習の一部として位置づけられる。
 学校教育の中で生涯学習の基礎が培われる。
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 学校教育を支援する大人の生涯学習がある。
 学校教育の目標を実現し，より効果的な教育を行
うために，教員は研修に参加し，また自己研鑽に努
めているが，それは教員の生涯学習である。教育公
務員特例法第１９条で「教育公務員は，その職責を遂
行するために，絶えず研究と修養に努めなければな
らない」と規定されている７）。
このうちのについては，学習指導要領の改訂ととも
に，「従来の学校教育は知識中心の詰め込み型教育で
あったが，自ら考え，判断し，行動する力を育てる教育
へと転換８）」していったという解説を行っている。学校
教育のシステムの転換と，学習に対する子どもたちの取
り組む姿勢のあり方の見直しで，学校だけで完結した教
育にならずに，生涯にわたる学習が必要だという観点を
重要視することが一般的になってきたのである。
Ⅲ．音楽振興法の目的と対象
ここで，筆者が現場の教師として直接関わっている
「芸術科音楽」ないしは「音楽科」に関することとし
て，生涯学習の視点から音楽学習の環境の整備のあり方
を定めた音楽振興法について確認しておきたい。
音楽振興法の目的は，その第１条に以下のように記載
されている。
「この法律は，音楽文化が明るく豊かな国民生活の形
成並びに国際相互理解及び国際文化交流の促進に大きく
資することにかんがみ，生涯学習の一環としての音楽学
習に係る環境の整備に関する施策の基本等について定め
ることにより，我が国の音楽文化の振興を図り，もって
世界文化の進歩及び国際平和に寄与することを目的とす
る９）。」
そして，この条文に書かれている「音楽学習」につい
ては，同法第２条第２項に，「この法律において「音楽
学習」とは，学校教育に係る学習，家庭教育に係る学
習，社会教育に係る学習，文化活動その他の生涯学習の
諸活動であって，音楽に係るものをいう１０）。」とある。
音楽振興法は，その４年前に制定された「生涯学習の
振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律」
（略称：生涯学習振興法）に追従するように制定され，
特に音楽分野の文化振興を図ることを目的として定めら
れた。
音楽振興法の想定している学習場面は，学校教育，家
庭教育，社会教育，文化活動その他の生涯学習の諸活動
であるが，学校教育での教育課程の基準としては，別の
法令として学習指導要領が存在する。戦後の復興，そし
て民主化の立役者の一つとしての学習指導要領は，学校
教育では偉大な存在であるが，音楽振興法は，同じ学校
教育においては現場の教師の認識をはじめ，必ずしも大
きな存在とはいえない。
音楽振興法が「宣言法」的性格として出発し，法律で
定められた事業推進にあたって，行政が事業を支援する
省令・条例などの制定を通じて法令にもとづく事業推進
を可能にする仕組みのための措置が規定されていない現
状から，さらには民間や公益法人の力を借りざるを得な
いことも相まって，学校教育の場での音楽振興法は，教
育に対してほとんど影響を示していないかのようであ
る。
生涯学習社会の移行期のなか制定された音楽振興法
は，その第２条第１項では，「この法律において「音楽
文化」とは，音楽の創作及び演奏，音楽の鑑賞その他の
音楽に係る国民娯楽，音楽に係る文化財保護法に規定す
る文化財，出版及び著作権その他の著作権法に規定する
権利並びにこれらに関する国民の文化的生活向上のため
の活動をいう１１）。」という定義を行っている。この条項
にある幅広い内容については，自主的，自発的な興味，
関心だけでは到底カバーできず，学校教育での必修教科
としての音楽の存在が必要不可欠である。その学習活動
のなかにおける生涯学習の基盤づくりの必要性は，今後
も大きいものとなるであろうし，そのために音楽振興法
は，これからもその役割を十分に担うものとなり得よ
う。
Ⅳ．音楽振興法の制定から第８次高等学校学
習指導要領「音楽Ⅰ」まで
筆者は，既に音楽振興法，ひいては生涯学習の理念が
学校教育の教育課程に与えた影響を，学習指導要領の目
標の変遷をとおして論じてきた注５）。ここでは，その内
容の一部を確認し，この後に紹介する実際の授業の活動
内容を考える上での視点を明らかにしておきたい。その
対象となる学習指導要領の内容は，筆者が高等学校の教
員であるということを鑑み，その基本科目である「音楽
Ⅰ」とする。
最新の高等学校学習指導要領は，２００９年に改訂され告
示された第８次学習指導要領である。音楽振興法
は，１９９４年に制定されており，その後に改訂された学習
指導要領としては２世代目となる。
日本における生涯学習の思想は，１９６５年のユネスコの
成人教育推進国際会議上で，ラングランらによる生涯教
育についてのワーキングペーパーを通じて提唱されて以
来，特に臨時教育審議会による答申や中央教育審議会の
答申を重ねることで，「自己教育力」や「新しい学力観」
などの新しい概念を打ち出し，前回の第７次学習指導要
領では「生きる力」を育成するため，総合的な学習の時
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間を創設するなど，徐々に学校教育の現場に大きな影響
を与えていった。
第７次学習指導要領の「音楽Ⅰ」の目標は，以下のと
おりである。
「音楽の幅広い活動を通して，音楽を愛好する心情を
育てるとともに，感性を高め，創造的な表現と鑑賞の能
力を伸ばす１２）。」
まず目標での文面では，従来の「音楽の諸活動を通し
て」が，「音楽の幅広い活動を通して」となった点が大
きい。特に，この「幅広い活動」について，学習指導要
領の解説書では「様々なことを数多く体験するというこ
とのみではなく，生徒一人一人が内発的な動機に基づい
て，多様な観点から芸術に対して主体的にかかわりを
もっていくことを基本としたものである１３）。」という。
「内発的な動機」や「主体的にかかわり」という表現
は，生涯学習における学びの特徴であり，この解説から
も第７次学習指導要領では，学校教育の立場からも本格
的な生涯学習社会への移行を明確に表しているといえよ
う。
２００６年に教育基本法が改正された後の第８次学習指導
要領では，「音楽Ⅰ」の目標に，さらに具体的な表現で
生涯学習についての記述がみられる。
第８次学習指導要領の「音楽Ⅰ」の目標は，以下のと
おりである。
「音楽の幅広い活動を通して，生涯にわたり音楽を愛
好する心情を育てるとともに，感性を高め，創造的な表
現と鑑賞の能力を伸ばし，音楽文化についての理解を深
める１４）。」
第７次学習指導要領では「音楽Ⅲ」の目標で使われて
いた「生涯にわたって」の語句が，第８次学習指導要領
では「音楽Ⅰ」から使用された。これは，文字通り生涯
学習社会を意識した内容をめざしているからに他ならな
い。また，「音楽文化についての理解を深める」も，第
８次学習指導要領から新しく加わった。この解説につい
ても，まるで音楽振興法が果たそうとしてきた目的その
ものの記述があり，従来でははっきり示してこなかった
学校教育における教育内容の側面からも，生涯学習とし
ての学習環境の整備を行おうとしていることが理解でき
るものとなっている。
Ⅴ．音楽振興法と高等学校芸術科「音楽Ⅰ」
の授業
それぞれの時代の学習指導要領によって違いはあるも
のの，例えば「共通教材」に代表されるように，義務教
育である中学校までの音楽科の教育内容は，最低限扱わ
なくてはならない教材が決められており，その結果とし
て教師の教材選択の幅が狭い。さらには教科書について
も総ページ数が少なく，掲載されている教材曲の数に限
りがある。併せて，合唱コンクールなどの学校行事での
縛りや，ましてや教師用の指導書の丁寧な記載事項も
あって，授業で扱う題材の自由度は小さいように感じ
る。
それに比べ，高等学校の芸術科音楽の教育内容は，教
科書には教材曲が豊富に掲載され，従来の学習指導要領
の大まかな記載内容も手伝ってか，担当教員の専門性を
十分発揮できるような，自由度が大きい題材設定が可能
である。また，ほとんどの高等学校の音楽担当教員は一
人しかおらず，独自性のある授業展開が可能である。そ
のような実態で行われる高等学校の音楽の授業は，学校
間での様々な教育内容や扱う題材，教材の違いが露呈さ
れる。それは，生涯学習の理念，音楽振興法の視点から
見ても，大きな違いとなって映るであろう。
さて，ここでは「音楽Ⅰ」の授業で，筆者が実際に
行った内容や，授業観察として他の学校での題材，教
材，音楽活動についての内容をトピックの形式で紹介
し，生涯学習の理念，また音楽振興法の視点から考察を
行いたい。
１．リコーダー独奏，リコーダーアンサンブル
おそらく，全国の小学校，中学校で扱われているリ
コーダー（縦笛）であるが，高等学校では表現分野の器
楽の一つの楽器として扱われるので，必ずしも全ての学
校で使用されるとは限らない。
小学校ではソプラノリコーダー，中学校ではアルトリ
コーダーが代表的に扱われるが，この二種類をマスター
すれば，現在一般的に使用されているリコーダーの全て
の種類を演奏することが可能になるのが魅力の一つであ
る。
筆者の勤務校では，木製のアルトリコーダーを「音楽
Ⅰ」の選択者に購入してもらっている。木製は，元々の
リコーダーの材質であり，音色が柔らかく二重奏などの
アンサンブルでは響きの豊かさからブレンドしやすい性
質を持っている。購入金額は，１万円を少し超える値段
になるが，副次的な効果として楽器を大切に扱うことや，
同じ製品となるのでピッチが合いやすくなることがあげ
られよう。また３０～４０人の人数で一斉に個人練習をされ
ても，合成樹脂製の楽器のような甲高い音と違って耳が
痛くならず，長時間の練習が気持ちよく行えている。
ところで，基礎的な知識や奏法を学習するときには，
どうしてもその基礎・基本について教えなければならな
い。この教えるという行為には，どのような工夫をして
も「教え込む」という，ある種の強制力が含まれてしま
う。それは，子どもたちにとって，結果的に受け身の授
音楽振興法からみる高等学校芸術科「音楽Ⅰ」の実際
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業と感じられる。受け身の授業は，誰もがつまらなく感
じるものである。技術の向上，音楽表現の豊かさを求め
るためには，子どもたちが主体的に，自律的に取り組む
ことが大切になる。その意味では，学校教育での授業の
場面においても生涯学習の理念が適用できると同時に，
生涯にわたり音楽を愛好する気持ちにさせられなけれ
ば，目の前の授業そのものを成立させられないという逆
の言説も成り立つ。
主体的に取り組ませるためには，自発的にそのことに
取り組もうという気持ちを起こさせなくてはならない。
リコーダーの学習で，そのために考えられる方略は，リ
アルな実体験としての心を動かす本物の美しい演奏を，
子どもたちと共有している空間，時間で行うことであ
る。音楽は，そこで鳴り響く音を媒介として，直接子ど
もたちの感性に届けることができるという力を持つ。筆
者の学校では，芸術科音楽にやってきた二人の教育実習
生に協力してもらい，子どもたちの目の前で質の高いリ
コーダーデュエットを聴かせる場面を簡単に設定するこ
とができた。授業者は，様々な場面を設定して，自発的
な活動を促す努力をする必要があろう。
他にも取り組ませる教材の選曲に工夫をすることで，
主体的な取り組みとすることができる。簡単な例である
が，子どもたちに演奏する教材を選ぶ自由を与えるので
ある。技術的に簡単な楽曲から，技術的に難しいがアン
サンブルとして演奏効果が高く，聴くだけで感動できる
楽曲まで用意する。そのなかで，自分がチャレンジした
いという教材に取り組ませるのである。
体操選手の内村航平は，「冬場の練習は，いつもだっ
たら「遊び」ます。練習をさぼるわけじゃないですよ。
技で遊ぶという意味。やってみたい技に挑戦しながら，
自分のものにしていく。シーズンの中で一番楽しい時期
です注６）。」という。
学習者が自ら教材を選択し，自由に学習に取り組むこ
とができる状態は，ワクワク感を覚え楽しい活動を導き
出す。このように，主体的に取り組むことができる様々
な機会をつくることで自発的な心の動きを引き出し，授
業の時間だけでなく，学校を離れてもリコーダーに親し
むための基礎をつくることができるのである。
２．ハンドベル合奏
ここでいうハンドベルは，教育用に作られたものを意
味している。早くは保育園や幼稚園で，一つ一つの音に
色をつけたレインボーカラーのものが用いられ，子ども
たちの音楽活動に使用されている場合がある。
一般的な，いわゆる本物のハンドベルは，音の高さに
よって大きさが異なり，演奏時の扱い方に大きな差がで
きる。作られている材質から，手入れなどの日常的な扱
い方にも気をつける必要がある。さらには，演奏する際
も大きさの異なる数多くの楽器を並べておく広い場所が
必要とされる。また，価格が高く，一セットをそろえよ
うとするだけでもグランドピアノと同じくらいの出費と
なる。それに対し，教育用として市販されているハンド
ベル（ミュージックベル）は，価格帯によって何種類か
存在するが，かなり安価で揃えることができ，専用のス
タンドに立てると生徒用机２個分のスペースがあれば置
き場として十分である。また，音高によらず大きさがほ
ぼ同じであり，担当する音によって扱いに差ができるこ
とがない。響きの豊かさなど，本物に比べてかなり劣る
が，目的をきちんと持てば，教育的効果の高い楽器，教
材となる。
ハンドベルは，一人では演奏することができず，何人
かのメンバーによるアンサンブルの形態を取ることがほ
とんどである。この何人かで音楽をつくるということ
が，音楽の授業では大切になるのである。つまり，一人
では技術的に演奏できないことや，表現として気づかな
いことがあっても，同じグループとしてお互い学び合う
なかで成長し，より高いレベルで音楽を奏でることが可
能となる。実際，筆者が行った授業のなかでも，互いに
励まし合い，教え合い，最初はアンサンブルとは思えな
いようなバラバラの状態であっても少しずつタイミング
が合い，テンポ感が共有され，１時間のなかで見る間に
成長する姿がしばしば散見される。リーダー性を発揮す
る子どもにとっては，自分の指示や助言でどんどん音楽
的に成長する仲間の姿を見ることができ，教えることに
よる成就感を十分に味わうことができる。また，普段で
は消極的でなかなか自分のイメージを伝えられない子ど
もも，仲間のなかで助けられ，徐々に自信を持ち，成長
を遂げる。
吹奏楽部などの音楽系部活動では，多くの場合，個人
としての技術の向上や音楽性の追求は二の次である。一
番に大切とされるのは，集団としての意識・意欲の向上
であり，集団としての技術や音楽性の向上である。仲間
と一緒に音楽をつくるという経験をした子どもは，将来
的にも音楽活動に参加する確率が高くなるのは想像に難
くない。音楽の授業も，部活動での集団の活動のメリッ
トを参考にし，結果として自発的な活動となるような場
面の設定を行わなくてはならない。
３．歌唱（独唱，合唱）
経験則からいえば，今の子どもたちは，楽譜から音楽
を想像する力が弱くなっている。読譜力，ソルフェー
ジュ力が以前より劣っているのである。これについて
は，音楽の授業のなかで，階名唱にほとんど取り組まな
いことが原因であると推測する。つまり，子どもたちに
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はドレミで楽譜を読み取る経験がないのである。このこ
とについては，別の研究に検証をお願いするが，４０代後
半である筆者の世代では，意味も分からない状態では
あったが，小学校の時に階名唱，それもいわゆる「移動
ド唱法」に取り組まされた記憶がある。
階名唱は，いろいろなメリットやデメリットがある。
一般的にデメリットとしてあげられるのは，その活動を
行う意味が分からず，機械的にドレミで歌い，音楽をつ
まらないものとしていることである。特に今の子どもた
ちにとっては，ドレミで歌うことは，意味不明の歌詞を
歌わされているかのごとくに感じているようである。ま
してや，階名唱に取り組んでいる教師であっても，その
多くが教師の唱える階名を子どもたちに反復させる方法
をとっている注７）。つまり，耳で階名を覚えさせている
のである。それならば，子どもたちにとっての楽譜は，
書かれている音符が価値を持たない単なる歌詞カードに
なるだろうし，歌詞でもないドレミという言葉を使って
回りくどく歌わされるのであれば，はじめからメロ
ディーに歌詞をつけて歌った方が手っ取り早いと感じる
のである。
そのような理由から，歌唱の授業では，教材として子
どもたちの知っている曲を用いるのと知らない曲を用い
るのでは，授業のながれに大きな違いがでてくる。知っ
ている曲については，特にそれが人気の曲であれば，伴
奏を演奏するだけで自発的に歌い出す。逆に知らない曲
で，それも子どもたちと縁遠いジャンル，例えばクラ
シックだとすれば，全く受け身の授業展開となる。幸い
に，クラシックのジャンルには，楽曲そのものに音楽の
すばらしさや引きつける力を備えているものが多いの
で，子どもたちに対する提示方法によっては，意外と積
極的に取り組む場合も見られるが，教材研究にはかなり
の工夫が必要となってくる。
一方，階名唱のメリットは，知らない楽曲でも楽譜か
ら自力で音楽を再現でき，正しい音程で自由に音楽を操
ることができることである。これは，文字を読むことが
出来るか出来ないかに置き換えると，その大切さがよく
理解できる。文字を読めなければ，本を読むことができ
ない。誰かに本を読んでもらって，そこに書かれている
言葉の響きを聞いて内容を理解するしかない。今でこ
そ，朗読された CDが販売されているが，自力で本を読
むことができなければ，知識や想像力も含め自分を取り
巻く世界を広げることが難しい。音楽も，楽譜を読む力
があると，音楽を表現したり鑑賞したりという部分にお
いて，楽しむ可能性が大きく広がるのである。
高等学校における歌唱の授業は，かなり教授行為に工
夫を凝らしても，教える，教えられるというある種の強
制力なしには成り立たない。特に独唱の形態の場合，そ
れは顕著である。理解しやすい話としては，音楽大学の
声楽の個人レッスンを受講していると考えればよい。そ
の個人レッスンの対象が，教室の生徒全員となる。言わ
ば集団での個人レッスンである。
そこで考えるのは，集団だからこそできることは何か
ということである。それは，他の人の演奏を聴くことが
できるということである。声の出し方，音楽の表現の方
法など，あの人のように歌ってみたいというよいイメー
ジのモデルを身近に見ることができるのである。教師と
の一対一のレッスンでは想像できないことが，自分の周
囲にいる人たちの“振り”で分かるようになる。まさ
に，人の振り見て我が振り直せ，である。
合唱にしても同じことがいえる。そうして，周りの仲
間と刺激し合い学び合うなかで，自分一人では理解でき
なかった楽譜の読み方も，自然と身についていく。順序
は逆になるが，仲間に支えられ，興味，関心を持った取
り組みのなかで，いつのまにか自然と読譜力がついてい
く。それはまさしく，卵が先かニワトリが先か，の議論
にも通じるものがある。そのような機会をたくさん設定
できるような授業でなければならないし，そのような授
業に出会った子どもたちは，生涯にわたって音楽を愛好
することになる。
４．鑑賞
あなたの趣味はなんですかと聞かれ，多くの人がその
答えにあげるのが「音楽鑑賞」である。携帯型のデジタ
ル音楽プレーヤーの普及により，いつでもどこでも手軽
に音楽に接することができる今，学校教育の音楽に求め
られている鑑賞とはなんだろうか。
学習指導要領の内容にもあるように，学校音楽は表現
と鑑賞の二領域から構成されている注８）。さらに，前回
改訂された第７次学習指導要領から，従来以上に鑑賞を
重視している注９）。鑑賞は手軽にできる音楽の楽しみ方
であり，また表現と鑑賞は表裏一体であるという考えか
らも，鑑賞の重要性は増すばかりであるが，その本質を
考えると学校教育で鑑賞を扱う難しさは計り知れない。
それは，鑑賞で学習させるべきことは何なのか，何を
教えることができるのかという点に尽きる。曲や作曲者
に対する知識なのか，音楽そのものなのか，音楽そのも
のであれば，音楽の何を扱うのか。
同じ一つの音楽を聴いても，聴き手の数だけその音楽
から感じられるものは存在する。つまり，作曲家が意図
したものがあったとしても，その音楽が楽譜となって音
となって作曲家の手から離れた瞬間，音楽は聴き手のも
のとなるのである。例えば，作曲家が悲しい気持ちでそ
のメロディを作ったとしても，ストーリー性のない絶対
音楽の場合は，どのような気持ちを感じても基本的には
音楽振興法からみる高等学校芸術科「音楽Ⅰ」の実際
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構わない。このメロディは悲しく感じなければいけない
とか，嵐を想像しながら聴くなどという固定観念で音楽
を捉えるような鑑賞の仕方は，本質的ではないのであ
る。
だとすれば，学校教育でできることは，音楽そのもの
を学習したり教えたりということではなく，その音楽を
分かりやすく，そして正しく聴くための「方法」を教え
るしかないわけである。その方法とは，音楽に対し高い
興味，関心を持つようなアプローチでなければならず，
その方法を学んだ子どもたちは，さらに発展した音楽の
接し方ができるようでなければならない。
以上のことからも，鑑賞による音楽のアプローチは，
生涯学習社会における学校教育の音楽のあり方，または
存在意義に関する重要な意味を持つと考える。それだけ
に，鑑賞だけで大きな一つの研究課題として論じる必要
があるだろう。鑑賞の具体的な指導内容，指導方法につ
いての考察は，別の機会を待つこととしたい。
Ⅵ．音楽の授業から生涯学習社会への拡がり
音楽振興法の第３条で，「国及び地方公共団体は，音
楽文化の振興のための学習環境の整備を行うに当たって
は，国民の間において行われる音楽に関する自発的な活
動に協力しつつ，広く国民があらゆる機会とあらゆる場
所において自主的にその個性に応じて音楽学習を行うこ
とができるような諸条件の体系的な整備に努めるものと
する１５）。」とあるように，学校を卒業した後も音楽を愛
好するためには，そのことが行われやすくするための環
境づくりが必要である。そのために，学校教育と学校外
の教育（家庭や地域など）間の統合や連携が叫ばれてき
た。それらは，学社連携や学社融合と呼ばれる。
学社連携は，１９７０年代から用いられていることばであ
り，「学校教育，社会教育がそれぞれ独自の教育機能を
発揮し，調和を保ちつつ連携を進めることが必要で，相
互補完の関係を成立させなければならない１６）」と説明さ
れる。つまり，それぞれのなかで互いに足りない部分を
補完しながら協力しようとする考え方を示しているので
ある。しかし，実際には学校教育と社会教育の守備範囲
としての仕分けが行われ，そこから踏み出しての必要な
連携・協力は必ずしも十分ではなかった。
この反省を踏まえて，１９９０年代の中頃には，より踏み
込んだ連携・協力をねらいとする「学社融合」という概
念が登場した。この概念は，「学校教育と社会教育がそ
れぞれの役割分担を前提とした上で，そこから一歩進ん
で，学習の場や活動など両者の要素を部分的に重ね合わ
せながら，一体となって子供たちの教育に取り組んでい
こうという考え方であり，学社連携の最も進んだ形態と
見ることもできる１７）」といわれる。学校と地域の社会教
育施設が，お互いの施設を効果的に利用できるように連
携・協力をはかり，さらには学校教育で活用しやすいプ
ログラムや教材を開発するなど，積極的な事業の展開も
可能となるのである。
また，物理的な施設のみならず，地域の方々を講師に
招いての地域連携も行われており，多様化する学校教育
の内容をカバーするには，さまざまな環境を求める必要
がある。しかし，年間計画や時間割，教育内容が決めら
れている，ある種の特殊性をもつ学校教育と外部の講師
の連携・協力は，その準備が大変である。教師は，その
コーディネート役として力を発揮し，最大限の教育効果
を生み出す存在となる必要があろう。
ところで，義務教育の学校は，一昔前では地域の要の
施設として，その存在感を大きく示していたように思
う。例えば，教育機器についても，音楽の授業では音楽
鑑賞を行う際のオーディオ機材など，学校に設置されて
いる機器はどの家庭にあるものより立派で，良い音楽の
響きを子どもたちに届けていたはずである。しかし，国
民の生活水準が向上する一方，国や地方自治体を取り巻
く経済不況による教育関連費への減少のため，学校にあ
る施設や機器の方が家庭のものより一世代も二世代も遅
れたものであって，グレードがかなり劣る実態がある。
これを是正するには，学校教育と社会教育の施設利用
についての連携・協力に委ねる必要がある。普段の授業
をはじめ，合唱コンクール，学校祭，学習発表会などの
学校行事を外部の施設を大いに利用することで，子ども
たちも心地よい緊張感や充実感を得られ，地域としても
開放された教育活動を見ることができるという点で，一
石二鳥の効果が得られるだろう。
音楽の授業でいえば，生の演奏を地域の施設で鑑賞し
たり，合唱などのまとめの発表の場や，ソロやアンサン
ブルの取り組みのおさらいをしたりなど，音響効果のよ
いホールなどの利用を積極的に利用することが挙げられ
る。また，日本音楽や伝統音楽についても，地域の講師
の方との連携で授業そのものを構成し，コーディネート
することが求められるであろう。教師はそれらのなか
で，本物に触れさせることによって文化の大切さを感じ
取らせ，生涯にわたって音楽を愛好しようとする自主的
な活動へとつながる「出会い」を演出すべきである。
もっとも，都道府県で設置をしている高等学校が外部
の施設を利用しようとする場合，それが市町村の施設で
あれば，料金などの優遇を受けずに一般扱いをされるこ
とがある。このように，設置している地方自治体の相違
などで区別することをせず，幅広いサポート態勢を組ん
で，国全体として生涯学習社会への環境づくりをしてほ
しいと切に願う。
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Ⅶ．ま と め
子どもたちを取り巻く教育環境として，学校，家庭，
地域が代表としてあげられ，それらの連携が大切である
といわれてきた。しかし，近代化の進んだ日本の現在の
状況では地域というコミュニティーが崩れ，さらには少
子化や家族構成の大きな変化で家庭での教育も低下して
いる。そのようななかでは，地域の力を補う存在とし
て，社会教育としての国や地方公共団体による組織的な
活動が必要となり，さらには家庭の力を補うものとし
て，学校には，本来の教育課程に含まれないような範囲
の活動まで期待されることになる。
しかし，子どもたちが学校に通う就学期間は限られて
おり，その子どもの人生全体を考えれば，教師が直接関
わることのできない卒業後の時間が多くを占める。筆者
も含め学校の教師は，その直接関わることができない卒
業後の状況で，いかに子どもが自分で考え，行動できる
ようになるかという心配にも似た願いを抱いている。つ
まり，将来の主体的，自律的な行動ができるように，日
頃の教育活動に携わっているのである。
「学校は教育の完結の場ではなく，生涯学習のための
総合的な基礎力を養う一つの通過地点１８）」なのだから，
教え込みに代表される，子どもたちに考えることをさせ
ないような強い指導に始終することなく，主体性を育て
なければならない。
高萩は，「音楽の楽しみ方・学び方を学習者に身につ
けさせるためには，何よりもまず音楽を好きにし，主体
的に音楽を楽しく学習する体験を持たせるとか，多様な
人間的ふれ合いのなかで，いっしょに音楽する楽しさを
味わわせることが，生涯にわたって音楽を学習するとい
う態勢づくりにとって重要である１９）。」という。逆に言
えば，音楽の授業のなかで音楽の楽しさや楽しみ方を体
験していなければ，主体的に学習することが難しくなる
のである。そのためには，これまで考察してきた具体的
事例のように，生涯学習につながる主体的な学習を体験
させる必要がある。
さらには，「子どもたちが自律性や能動性を獲得して
いくためには，教育を与えたり導いたりするといった発
想だけでは足りない。子どもは，子ども同士の関係のな
かでルールや責任を学んだり，対人関係能力を身につけ
たりする２０）」のであるから，子ども相互の学び合いを生
かすような授業形態，授業内容，教材の選択を行うこと
も大切となる。
教師は，以上のことを意識しながら授業のあり方を考
え，生涯にわたり音楽を愛好する子どもたちの心情を育
てるために，日々の教育活動に従事しなければならない
のである。
今後は，本研究で多くを触れることができなかった鑑
賞分野について，生涯学習につながる鑑賞教育としてそ
の研究を深め，実践を踏まえながら生涯学習社会での音
楽教育の可能性を論じていきたい。
本研究は，平成２３年度北方圏学術情報センタープロ
ジェクト研究（音楽教育グループ）として，研究助成を
受けて行われた。
注
注１）音楽教育振興法とも略される。正式名称は，「音楽文
化の振興のための学習環境の整備等に関する法律」
（平成６年１１月２５日，法律第１０７号）。
注２）山本恒夫「生涯教育」『新教育学大事典第４巻』
pp．１０５１０７，第一法規出版，東京（１９９０）に詳し
い。
注３）平成１５年１２月８日の中央教育審議会生涯学習分科会
（第２７回）議事要旨に，山本分科会長の発言として
記載されている。詳細は，次の URLを参照のこと。
http：／／www．mext．go．jp／b_menu／shingi／chukyo／
chukyo２／siryou／０３１２０８０１．htm
注４）臨時教育審議会答申（第４次，１９８７．８．７），第２章第
２項の２に詳しい。
注５）玉木裕「音楽振興法からみる高等学校学習指導要領
の変遷─第６次から第８次学習指導要領「音楽Ⅰ」
の目標を比較して─」『北方圏学術情報センター年報
Vol．２』pp．７３８１，北翔大学北方圏学術センター
（２０１０）に詳しい。
注６）朝日新聞（２０１２年１月２７日，朝刊１４版）に，VOICE
OF ATHLETEというコラムの中で紹介されてい
る。
注７）読譜指導の実態についての考察は，中村夫，中原
聡章「ソルフェージュを組み込んだ音楽教育再考─
ハンガリーの教育法に学ぶ─」『音楽教育学研究２
音楽教育の実践研究』pp．１９５２０４，音楽之友社，東
京（２０００）に詳しい。
注８）文部科学省『高等学校学習指導要領』pp．９８１０１，
東山書房，京都（２００９）に詳しい。
注９）玉木裕「音楽振興法からみる高等学校学習指導要領
の変遷─第６次から第８次学習指導要領「音楽Ⅰ」
の目標を比較して─」『北方圏学術情報センター年報
Vol．２』pp．７３８１，北翔大学北方圏学術センター
（２０１０）に詳しい。
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Actual High School Arts Course“Music I”and the Law for the Promotion of Music Culture
―How music classes should be administered in a lifelong learning society―
Yutaka TamakiHokkaido Ishikari Shoyo High School Hokusho University Northern Regions Academic Information Center
Abstract
Many junior high and high schools in Japan have musicrelated club activities such as brass band and
chorus clubs. Quite a few students love music and want a place to play music outside of class. They often
continue such activities even after starting work as adults.
Music is taught in the classroom as a subject in school education. In elementary and junior high schools,
all students attend music classes as a required school subject. In high schools, students take music classes as
an elective subject to study various aspects of music and to participate in music activities. Unfortunately,
however, it is rare to hear that music classes bring about subsequent continuing music learning or activities
for students.
Music culture is valuable in a lifelong learning society as a necessity to create a bright and prosperous
life of people and also as an element to contribute greatly to international mutual understanding and
international cultural exchange, as stated in the Law for the Promotion of Music Culture1.
This study particularly examines music classes taught as a school subject, examines the contents of actual
class activities from a perspective of lifelong learning, and searches for a strategy to connect, not only music
learning and activities in clubs, but also those in classes for continuing music activities after graduation.
Furthermore, we consider how music classes should be administered in a lifelong learning society.
Key wordsmusic education, Law for the Promotion of Music Culture, teaching material, class, lifelong
learning
The Law concerning the Improvement of the Learning Environment for the Promotion of Music Culture
Law NoNovember 	
th
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